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 第７章 市町村生活交通の改善にむけて 
 

  市町村生活交通は、生活交通ネットワークのなかで、民間バス路線を補完し、日常生活の

移動を支える重要な役割を担っています。 

  近年、県内では区域運行型のデマンド交通の導入が進み、生活交通サービス圏域が拡大す

る一方で、低い収支率など運行の効率性の確保が課題となっている事例も生じています。 

  市町村生活交通の改善にあたっては、鉄道や民間バス路線との役割分担の中で、地域特性

に適した輸送形態を組み合わせることにより、効率的な運行を確保し持続可能な形態で運

営していくことが必要です。 

 

７－１ 市町村生活交通の担うべき範囲と役割 

((１１))  公公共共交交通通ササーービビススのの種種類類とと特特徴徴  

 公共交通には、様々な種類と適性があるため、これらを踏まえて、それぞれを運営する運

営主体（市町村、民間事業者）が、効果的・効率的な運営を行っていく必要があります。 

 市町村生活交通の導入にあたっては、既存の生活交通を最大限に活用することを念頭に、

地域に適した輸送形態を適切に導入し、それらを組み合わせることで、生活交通ネットワ

ークを構築していくことが重要です。 

 
  県内に急速に導入が進んだ区域運行型のデマンド交通は、生活交通サービス圏域の拡大等

に一定の効果があるものの、所要時間が不規則なことから、出社時間・始業時間に制約の

ある通勤、通学目的の利用には適さないというデメリットもあります。 
  また、予約者数が多いと迂回距離が多くなり、個人の目的地までの所要時間が増加する一

方で、予約数が少なく１人しかいない場合では、タクシー事業との機能競合が生じます。 
  県内の事例では、これに加えて、鉄道や民間バス、市町村バスなどの生活交通サービスと

圏域・機能が重複している例も見られており、これらの共存にむけては、各地域において

適切な役割分担のもと運行することが必要です。 
  生活交通の導入にあたっては、適切な役割分担の中で地域に適した輸送形態の導入や機能

重複の解消などにより、生活交通ネットワークの維持・充実にむけて地域と協働して取り

組むことが重要です。 
  なお、地域によっては、スクールバスや福祉有償運送などの公共交通以外の移送サービス

もあるため、これらとの役割分担の検討も必要です。 
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表 公共交通の種類と特徴 

交通機関 
利用 
対象 

運営 
主体 

機能 メリット デメリット 

乗
合
型
サ
ー
ビ
ス 

鉄
道 

不
特
定
多
数 

鉄
道
事
業
者 

地域間を結ぶ

広 域 的 な 移

動機能 

・バスより輸送力が高い 

・都市機能が集積した拠点間を

結ぶ大量輸送が可能 

・バスより輸送速度が速い 

・道路混雑等の影響を受けない

ため、定時性が確保しやすい 

・車いす等での利用も可能 

・まとまった需要がないと採算性が確

保できない 

・路線の変更はしにくい 

・維持管理費が高い 

幹
線
バ
ス 

不
特
定
多
数 

民
間
バ
ス
事
業
者 

鉄道を補完す

る地域間や主

要拠点と地域

拠点間を結ぶ

広 域 的 な 移

動機能 

・路線設定の自由度が高い 

・鉄道駅と主要な施設を結ぶこ

とや人口密度が高い居住地域

等を結ぶことでまとまった需要

の効率的な輸送が可能 

・鉄道の空白地域間の輸送等

が可能 

・道路混雑等の影響を受けやすく、

定時性の確保がやや困難 

・地域間輸送のため、系統の延長が

長くなり輸送コストは高くなる傾向が

ある。 

・沿線需要の密度により、輸送力過

剰となる区間が生じる。 

 

フ
ィ
ー
ダ
ー
バ
ス 

路
線
沿
線
居
住
者 

沿
線
施
設
来
訪
者 

民
間
バ
ス
事
業
者 

市
町
村 

鉄道・幹線バ

ス と 連 携 し 、

居住地域から

地 域 拠 点 や

主要施設まで

の移動機能 

・路線設定の自由度が高い 

・鉄道・幹線バスと連携したネッ

トワークとすることで、需要に応

じたサイズの車両を利用した

輸送が可能 

・道路混雑等の影響を受けやすく、

定時性の確保がやや困難 

・鉄道・幹線バスとの連携が不可欠 

・需要の少ない地域までの運行とす

る採算性の確保が困難となる。 

・沿線需要の密度により、輸送力過

剰となる区間が生じる。 

 

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
バ
ス 

地
域
住
民 

市
町
村 

市 町 内 の 日

常生活にかか

る 移 動 機 能

（居住地域～

市 町 内 生 活

拠点施設） 

・路線設定の自由度が高い 

・小型車両等を利用し、市町内

の主要な拠点までのアクセス

が可能 

・市町村が運行主体となるため

民間バスの成立しにくい地域

でも運行可能 

・道路混雑等の影響を受けやすく、

定時性の確保がやや困難 

・需要の少ない地域までの運行とす

る採算性の確保が困難となる。 

・狭隘区間への運行等では専用車両

が必要となることもある 

乗
合
タ
ク
シ
ー
（
デ
マ
ン
ド
交
通
） 

移
動
制
約
者
、 

鉄
道
・バ
ス
サ
ー
ビ
ス
圏
域
外
居
住
者 

市
町
村 

鉄道・路線バ

スを利用にし

にくい地域か

らの移動機能

（コミュニティ

バスレベル） 

・区域運行の場合、エリア全体

を対象とできる 

・人口密度はやや低い地域を

運行するが、予約制により効

率的な運行が可能 

※ただし、回送時の空車運行は

避けられない 

・小型車両のため、戸口までの

輸送が可能。 

・行き先や需要が点在していて

も対応は可能 

・道路混雑の影響の他、予約状況に

より、経路・所要時間が変化し、定

時性の確保は困難 

・乗車定員に制約がある 

・配車のためのオペレータ等が必要と

なる 

・利用者登録や事前乗車予約等の

手間が発生する 

・地域外からの来訪者にわかりづら

い・利用しにくい。 

・車内への荷物は持ち込みにくい。 

・タクシーとの競合が生じる 

個
人
型
サ
ー
ビ
ス 

タ
ク
シ
ー 

不
特
定
多
数 

民
間
事
業
者 

個別ニーズに

対応した移動

機能 

・時間・路線に制約されず自由

に運行が可能。 

・予約に応じた、効率的な運行

が可能 

※ただし、回送時の空車運行は

避けられない 

・個別輸送であるため、経路選

択等により、定時性が、比較

的確保しやすい 

・個別輸送のため、利用運賃は高い 
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((２２))  市市町町村村生生活活交交通通のの担担ううべべきき範範囲囲  

 市町村生活交通の検討にあたっては、少子高齢化などの社会情勢を踏まえ、高齢者の移動

手段の提供など福祉的な要素から検討することが多くなっています。 

 しかし、市町村生活交通は、地域住民の生活を支える、だれもが利用できる移動手段とし

て、長期的に維持されていく必要があることから、適切な利用者負担のもとに運行される

ことが必要です。 

 
  県内で導入が進んだ区域運行型のデマンド交通は、交通空白地域の解消に一定の効果がみ

られるとともに、高齢者を中心とした交通弱者の移動手段として利用されることが多く、

福祉輸送的な要素を有していると考えられます。 
  これらの福祉的な目的を重視しているため、ドア・ツー・ドア型の運行など個人へのアク

セス性の高い輸送形態の選択、利用者への負担が少ない安価な料金設定などが行われてい

ると考えられます。 
  これにより、交通弱者にとっての利便性は高くなる一方で、予約状況により運行経路が変

わるため、目的地までの所要時間が一定せず、定時性の確保が必要な通勤通学目的での利

便性が低下するなど、誰もが利用できる移動手段としての機能が低下してしまう一面も有

しています。 
  生活交通では、高齢者などによる福祉的な利用を想定しつつも、その他の利用需要も含め

て総合的に導入を考えることが必要です。また、長期的に持続していくためには、過度の

行政負担に依存した運行形態ではなく、適切な利用者負担の設定などにより、維持・運営

されることが必要です。 
  なお、福祉施策に限定した移送サービスについては、福祉有償運送などの制度が整備され

ています。これらを利用して、高齢者や障害者等への移送手段を確保することにより、市

町村生活交通との役割分担を図ることができます。 
 

福祉有償運送 

タクシー等の公共交通機関によっては要介護者、身体障害者等に対する十分な輸送サービスが確保できない

と認められる場合に、ＮＰＯ、公益法人、社会福祉法人等が、実費の範囲内であり、営利とは認められない範

囲の対価によって、乗車定員１１人未満の自家用自動車を使用して会員に対して行うドア・ツー・ドアの個別

輸送サービス。 

 

対価の水準 

イ．運送の対価は、タクシーの上限運賃の概ね１／２の範囲内であること  

ロ．運送の対価以外の対価は、実費の範囲内であること  

ハ．均一制など定額制による運送の対価については、近距離利用者の負担が過重となるなど、利用者間の

公平を失するような対価の設定となっていないこと  

ニ．距離制又は時間制で定め、車庫を出発した時点からの走行距離を基に対価を算定しようとする場合は、

当該旅客をタクシーが運送した場合の実車運賃の額に迎車回送料金を加えた合計額と比較して、概ね

１／２の範囲内であること  

ただし、この場合は、迎車回送料金を併せて徴収してはなりません。 

出典「福祉有償輸送ガイドブック」 
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７－２ 地域特性に応じた輸送形態の選択①（地域の需要特性の把握） 

 県内では、デマンド交通の導入の拡大より、生活交通の空白地域の解消は進んだ一方で、

公費負担の増加や他の輸送形態との重複など、新たな課題が生じています。 

 市町村生活交通の検討にあたっては、地域ごとの需要特性や移動ニーズに合わせて、輸送

形態を選択・組み合わせて生活交通ネットワークを構成することが重要です。 

 

((１１))  地地域域のの需需要要特特性性をを考考ええるるううええででのの５５つつのの視視点点  

  県内では人口密度が低く、路線バスでは

採算が厳しいと判断される地域を中心に、

区域運行型のデマンド交通が急速に拡大

していますが、必ずしもデマンド交通が、

最適ではないこともあります。 
  例えば、人口密度は低い地域でも山間部

の谷沿いに集落がまとまっている地域で

は、地域の広がりが細長くなっているた

め、定路線型での運行、平地部に集落が

点在しているような地域では区域運行型

での運行が適していると考えられます。 
  地域特性に応じた生活交通を選択するに

あたっては、右図に示す様な５つの視点

に基づき、地域の需要特性を把握すると

とともに、これらのバランスを考慮して

輸送形態を選択することが重要です。 
  次頁以降で、県内の区域運行型デマンド交通の導入地区の特性から各視点を整理します。 

 

表 地域の需要特性を考える上での確認事項 

視点 項目 確認事項 

利用者数 利用者数（顕在需要） 

沿線人口（潜在需要） 

通勤通学利用者    等 

・利用者需要に合った輸送形態の選定 

 

利便性 運行本数 

運行時間帯      等 

・利用者数に合わせた運行本数 

・利用者需要に応じた運行時間帯 

・乗合が生じやすい輸送形態の選定による効率化 

サービス 

圏域規模 

運行距離・面積 

地形特性       等 

・沿線人口や沿線施設の分布を考慮した路線設定 

・地形を考慮した輸送形態の見直し 

輸送経費 人件費、燃料費、 

システム費      等 

・稼働状況に応じた輸送経費の適正化 

（契約形態の見直し等） 

運賃収入 料金収入、登録費 

協賛金        等 

・採算性と利用者ニーズを考慮した運賃設定の見直し 

・利用促進に向けた啓発活動 
 

図 生活交通の選択にあたっての着目すべき視点 



 

 79

① 利用者数の視点 

 県内の区域運行型のデマンド交通は、人口密度 10 人/ha 未満での導入が多くなっていま

すが、利用状況には大きな差が生じています。 

そのため、地域内の利用者の偏りや地形特性等を考慮し、利用者が確保される形態となる

よう工夫をすることが重要です。 

 

  県内の区域運行型のデマンド交通が

導入されている地域は、人口密度は

10 人/ha 未満の比較的人口集積の低

い地域が多くなっています。 
  安定した利用者確保のためには、地

域内での人口分布（集積）や、運行

地域の規模や地形的要素などの地域

特性を把握するとともに、利用者が

乗合うよう、移動需要を集約できる

輸送形態を選定することが重要です。 
 

 

図 輸送人員と運行エリアの人口密度の状況 

 

② 利便性の視点 

 人口密度の低い地域に導入されることの多い区域運行型のデマンド交通においても、利用

者分布や地形等に応じた輸送形態とともに、運行本数や運行時間帯などについて、乗合い

が生じるサービスレベルを設定することが重要です。 

 

  県内の区域運行型デマンド交通の導

入地域における 1 便あたり輸送人員

をみると、輸送人数の大きさにかか

わらず、１便あたりの輸送人員は、1
～３人の地区が多く、車両定員に対

して余裕のあるサービスが提供され

ています。 
   乗合を基本としている生活交通にお

いては、安価な運賃設定で、タクシ

ーと同様のサービスを提供すること

は課題が大きいと考えられることか

ら、適切なサービスレベルを設定す

ることが必要です。 
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図 区域運行型のデマンド交通導入地域の 

輸送人員と 1便あたり輸送人員 
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③ サービス圏域規模の視点 

 区域運行型のデマンド交通を効率的に運行するためには、想定される需要の大きさや分布

などからサービスを導入する範囲を適切に設定することが重要です。 

 

  県内の区域運行型デマンド交通の導入地域におけるサービス圏域の大きさ（エリア面積）と

利用者数（輸送人員）の関係をみると、サービス圏域の大きさが大きくなると利用者も多く

なりますが、収支率がよくなるわけではありません。 
  エリア面積が大きい場合、1 回あたりの輸送距離が長くなり、輸送経費が増加する傾向があ

るため、まとまった利用者数が確保できない場合、非効率な運行となってしまうことに留意

することが必要です。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 区域運行型のデマンド交通導入地域のエリア面積と輸送人員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 区域運行型のデマンド交通導入地域のエリア面積と 1人あたり輸送距離 
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※ガイドライン作成にあたり、ケーススタディとして詳細な

利用動向調査を行った市町村のみのデータ 
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④ 輸送経費の視点 

 区域運行型のデマンド交通の利点を最大限に活用できるよう、稼働状況に応じた契約形態

の採用などにより、輸送経費のスリム化等の見直しを行うことが必要です。 

 

  デマンド交通には、予約のない便は運休するため経費が削減できるというメリットがあると

考えられますが、県内の多くの市町村で、予約がなく運行しない便についても、運転手の待

機費用が発生する契約形態となっており、運休が経費の削減に繋がっていないという現状が

あります。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 運賃収入の視点 

 区域運行型のデマンド交通等の運賃設定にあたっては、生活交通を担う他の交通機関との

バランスを考慮して設定することが重要です。 

 

  県内の区域運行型デマンド交通では、運行エリア全体を１地区として均一運賃で設定してい

る市町村が多く、大人料金で 200～300 円に設定している市町が大半を占めています。 
  これらの運賃は、鉄道、民間バス、タクシー等の他の輸送形態に比べ非常に安価な運賃設定

であり、他の交通機関との競合が生じ、生活交通ネットワーク全体を維持していく上で、大

きな課題となります。 
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図 区域運行型のデマンド交通導入市町別 
の運行範囲と地区分割の有無 
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図 区域運行型のデマンド交通導入地域の 
運休便に対する経費の考え方 
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【【参参考考】】地地域域特特性性のの５５つつのの視視点点かかららみみたた地地域域のの課課題題ののととららええ方方  

  前述の地域特性の 5 つの視点について、区域運行型のデマンド交通を導入している代表的な

市町村について、県平均と比較する形でレーダーチャート化してみると、様々な地域特性が

あることがわかります。 
  これらのタイプ別の主な課題については、以下に示すように捉えられると考えられ、これら

を解決するような輸送形態の見直しや運行改善などを行っていくことが必要です。 
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【課題】 

利用者数の確保に加え、運行エリアが広く、1

人あたりの輸送距離が長くなるなどの要因から

輸送経費が高いため、効率的な運行が課題とな

っている 

【課題】 

利用者数の確保に加え、1 便あたりの輸送経費

が県平均を大きく下回っていることから、契約

形態の見直しや運行効率の改善による経費の削

減が課題となっている 

【課題】 

エリア内の居住人口に対して利用者数が少なく

乗合が生じにくくなっており、利用促進による

利用者数の確保が最優先課題となっている 

【課題】 

エリア内の居住人口に対して比較的多く利用さ

れているが、エリア面積が広く、輸送経費が高

いため、効率的な運行が課題となっている 

【レーダーチャートの見方】 

① エリア人口あたり利用者数…輸送人員／デマンド運行区域内の人口 

 指標値 ＝ 自市町値／ MAX 値（芳賀町 1.75 人） 

② 1 便あたり輸送人員…輸送人員／実運行便数 

 指標値 ＝ 自市町値／ MAX 値（高根沢町 5.0 人） 

③ エリア面積…市町内のデマンド運行区域面積の合計 

 指標値 ＝ 自市町値／ MAX 値（栃木市 28,460ha） 

④ 1 便あたり輸送費用…輸送費用／実運行便数 

 指標値 ＝ １－自市町値／MAX 値（日光市 18,154 円／便） 

⑤ 1 人あたり輸送収入…輸送収入／輸送人員 

 指標値 ＝ 自市町値／ MAX 値（宇都宮市 306 円／人） 
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((２２))  生生活活交交通通ネネッットトワワーークク構構築築のの視視点点（（他他のの公公共共交交通通ととのの役役割割分分担担等等））  

 生活交通ネットワークの構築にあたっては、公共交通空白地域の解消の視点のみならず、

生活交通の利用促進や既存の公共交通機関との相互連携（役割分担）などの面から検討を

進め、総合的・計画的に取り組んでいくことが重要です。 

 

   区域運行型デマンド交通の導入が急速に広がったことにより、公共交通空白地域の解消に繋

がった一方で、路線バスなどの他の交通手段との重複や低い収支率など、さまざまな課題が

顕在化しています。 
  県内においても区域運行型のデマンド交通と、路線バスとの機能競合が発生するとともに、

同区間の利用においても料金格差が生じるなどの弊害も生じています。 
  また、区域運行型のデマンド交通では、乗合人数が 1 人となっているケースも多く、タクシ

ーと同様のサービスを安価な利用者負担で行っているケースもあり、公共交通としての役割

や輸送費用の低減を図る上で見直しが必要な場合もあります。 
  なお、乗合が生じにくい要因は、地域による異なった要因が想定されますが、利用者数が少

ない居住地域（利用者が点在している）などの場合には、２－３章（P26）で紹介している

グループタクシーのような工夫も考えられます。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 デマンド交通の走行ルート（推定）と 

バス路線の重複状況（県内の事例） 
図 デマンド交通の 1回利用あたりの 

1 人利用の割合 

●  デマンド交通乗降ポイント 

－  デマンド交通運行ルート 

－  バス運行路線 
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７－３ 地域特性に応じた輸送形態の選択②（最適な輸送形態の選択方法） 

((１１))  地地域域特特性性のの把把握握  

 １つのバス路線でサービスを提供できるエリアには限度があります。最適な生活交通の導

入には、検討対象地域の特性に合わせた輸送形態の組合せが重要です。 

 都市部、地方部、山間部といった地域特性に応じた輸送形態を導入するためには、検討す

る対象地域の人口密度や施設分布、地形などに着目し、STEP1～3 に記載している基準

を参考として、検討対象地域の特性について整理することが考えられます。 

 

0.はじめに ：検討対象地域の大きさは、どのくらいですか？ 

  循環型の路線バス・コミュニティバス等の導入を想定した場合、一つの地区として考えら

れる地域は、２ｋｍ四方程度が目安と考えられます。 

（県内の循環型路線のサービス圏域平均 374ha≒400ha、路線延長平均約 10km 程度） 

  これよりも広い地域を検討対象の範囲としている場合には、エリア全体としての地域特性

を考える前に、エリア内を地域特性の類似する複数地域に分割し、分割された地域内の移

動、地域間の移動等の特性に応じて輸送形態を検討していく必要があります。 

STEP1 ：検討対象地域の人口の集積から、需要の集積状況を把握しましょう 

  生活交通に対する需要は、地域における自動車利用の状況等によって異なりますが、大き

なとらえ方として、検討対象地域における人口の集積をみてみることが考えられます。県

内においては、おおむね、以下の基準に沿って分類し、地域居住者による潜在的な移動需

要を把握することが考えられます。 

  人口集中地区の基準となる 40 人/ha 以上の人口密度の高い地域は、都市部や地方部の地域

拠点となっていると考えられます。これらの地域では、不特定多数の人が利用できる交通

体系を前提に検討を行う必要が高く、その拠点の規模（都市規模）から、都市部及び地方

部に、概ね分類します。 

  人口密度の低い地域では、周辺の土地利用状況等を踏まえ、地方部及び山間部に分類しま

す。このうち、山間部は地形的な制約により、移動需要の分布や適する輸送形態が異なる

と考えられるため、STEP3 において、地形的な制約条件の有無を確認します。 

※これらの特性は、国勢調査メッシュ人口（500m メッシュ）等を用いることで、人口の集積（人
口密度）や分布の広がりを整理することができます。 
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STEP2 ：検討対象地域にある集客施設の特性から、地域の集客力を把握しましょう 

  鉄道駅がある地域や集客施設の立地する地域では、地域外からの来訪者が想定されるため、

不特定多数の人が利用できるような駅端末の生活交通手段として、路線バスやコミュニテ

ィバス等の導入の検討が必要です。 

  鉄道駅がない地域では、公共交通による広域的な来訪者は少ないことも想定されますが、

業務施設や商業施設が立地している地域では、施設利用者をターゲットとしたコミュニテ

ィバス等の導入の検討が考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

STEP3 ：人口密度の低い山間部について、地形特性から定路線型もしくは区域運行の 
：適正を判断しましょう 

  人口密度の低い山間部では、バス車両による運行は、輸

送力が過剰であり非効率であると考えられるため、小

型車両による区域運行型のデマンド交通の導入の検討

を基本とします。このうち、道路沿いにまとまった需

要が確保できるような地形の地域においては、路線型

のデマンド交通の検討が考えられます。 

  なお、高齢者が多く居住する限界集落等の人口の少ない

地区では、高齢者や障害者等を対象に、タクシーを活

用し、料金の一部を助成すること等により、デマンド

交通よりも費用負担を下げられることもあります。 

但し、タクシーの料金補助を検討する場合には、地域

間の不公平感などが生まれる可能性もあることから、

十分な検討が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 地形からみた地域特性の把握 

①山間部の谷間に沿って集落が分布 

②点在している小規模集落 
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((２２))  地地域域のの移移動動特特性性のの把把握握  

 検討対象地域の特性に合わせた輸送形態の組合せを検討するためには、地域内々での移動

特性に加え、地域外との連携を考慮した交通軸を検討していくことが必要です。 

 

0.はじめに ：検討対象地域の移動特性は把握できていますか？ 

  地域の移動特性を把握するためには、検討対象地域の居住者が普段、通勤・通学、買い物、

通院等の目的によって、どこを目的地として外出しているのかを把握する必要があります。

また、把握した居住者個々の外出特性を、うまく束ねることで、生活交通の軸を形成して

いくことが重要です。 

  検討段階の初期においては、集客施設等の分布から検討対象地域の移動特性を推察するこ

とも可能ですが、導入する生活交通について、詳細検討から実証運行へと進む段階では、

居住者の移動特性をアンケート調査等により調査し、より実態に近い移動特性を把握する

ことが必要です。 

  市町間の広域的な移動特性については、国勢調査の通勤・通学流動や地域購買動向調査の

買い物流動などから把握することが可能です。 

 

STEP4 ：地域内の都市規模や分布している集客施設の特性から、地域内を循環するバスの 

：適正な規模を判断しましょう 

  地域内の生活交通の確保においては、地域内の需要密度や利用者特性（居住者中心、来訪

者への対応も必要）等を勘案して、適切な輸送形態を選択します。 

  都市部や地方部については、集客力に応じて乗合が多くなることが想定されるため、定時

性の確保しやすい路線バスやコミュニティバスの導入を検討しましょう。 

  山間部で人口密度は低いものの、鉄道駅や商業施設等の集客施設が立地し、不特定多数の

人による利用が想定される場合は、利用者の目的地が集中している地域について、路線型

のデマンド交通（予約不要の定期運行とすることも可）の導入を検討しましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 87

STEP5 ：検討対象地域の居住者の移動特性を把握し、地域間を結ぶ交通機関の適正な規模を 
：判断しましょう 

  集客施設や居住地域の分布状況、居住者への移動特性に関するアンケート調査等により、

生活交通軸の形成が必要な地域を抽出し、地域間の需要や利用者特性（居住者中心、来訪

者への対応の必要性）等を勘案して、適切な輸送形態を選択します。 

  なお、鉄道駅、民間バス路線のある地域や、STEP4 で地域内での輸送形態を設定している

地域では、既存の生活交通を最大限に活用した上で、地域間の連携が不足している区間に

ついて検討を行いましょう。 

  地方部や山間部の集客施設がなく住居の点在する地区と都市部、地方部との地域間の交通

の確保にあたっては、地区内交通により利用者を集約したうえで、地域間交通との連携を

図るなど、生活交通の特徴である乗合による移動となるように工夫をおこないましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※地区拠点：地方部山間部において地区内住民の拠点となる箇所で地区内交通と地域間交通の結節点となる箇所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 地域特性に応じた生活交通の検討イメージ 
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 《地域特性に応じた生活交通の検討の流れ》 
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※地区拠点：地方部山間部において地区内住民の拠点となる箇所で 

地区内交通と地域間交通の結節点となる箇所 
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((１１))  利利用用実実態態調調査査のの実実施施  

利利用用者者 OODD 調調査査  

利利用用者者アアンンケケーートト調調査査 

((２２))  対対象象地地域域のの移移動動実実態態のの把把握握  

国国勢勢調調査査・・買買いい物物動動向向調調査査等等のの既既往往調調査査  

住住民民アアンンケケーートト調調査査 

 利用者特性（世代・利用目的等）

や利用実態（利用バス停や利用

OD（移動の結びつき）等）の

利用状況を整理します。 

 対象地域住民等の交通行動について、

路線及び区域設定の状況と住民の移

動実態との整合性を確認し、利用可能

性のある需要の有無を確認します。 

((３３))  対対象象地地域域のの現現況況特特性性・・課課題題のの分分析析  

 収集したデータを分析し、路線の利用特性などからみた課題を整理します。 
・利用特性と輸送形態との整合性（路線型・区域運行型での運行） 
・利用者の偏り（利用者の多い地域・少ない地域） 
・時間帯毎の偏り（利用者の多い便・少ない便） 
・地域住民等の行動特性からみた課題整理（目的地へのアクセス性・運行時間帯等） 
・他の公共交通との競合（鉄道、民間バス路線との競合区間） 

 
((４４))  運運行行改改善善方方策策のの検検討討（（PPllaann））  

 運行の効率化からみた改善方策の検討 
【路線型】 
・利用者の少ない区間・時間帯の運行休止（減便・区間廃止） 
・系統の分割（分割区間にあわせた運行ダイヤの設定） 
・系統の運行経路の見直し（利用の少ない迂回経路の解消） 等 
【区域運行型】 
・利用者の分布に応じた運行範囲縮小、運行時間帯の短縮 
（区域運行型から路線型への転換、他の輸送機関との競合解消、減便） 

・地区の分割（乗合利用の促進、地区間の乗り継ぎ効率の確保） 等 
 利用の促進からみた改善方策の検討 

【路線型】 
・運行ダイヤの調整（鉄道乗継ぎを考慮したダイヤ、パターンダイヤ等） 
・利用者の見込まれる区間でのサービス改善（増便、運行時間帯の拡大） 
・利用者の見込まれる区間への経路変更（新住宅団地・商業施設等への乗入れ） 
・広報・周知活動（バス利用に対する不安解消・乗り方講座等）     等 
【区域運行型】 
・利用者の見込まれる地域でのサービス改善 
（他の輸送機関との乗り継ぎ利便性向上、運行時間帯の拡大） 
・利用者の見込まれる地域への運行範囲拡大（商業施設、他市町への乗入れ等） 
・広報・周知活動（予約利用に対する不安解消・乗り方講座等）     等 

 導入する運行改善方策に応じて、目標や指標を設定 

７－４ 市町村生活交通の見直しの進め方 

  市町村生活交通については、鉄道や民間バス路線との役割分担を明確化した上で、運行の

効率化及び利用促進の両面から見直しを進めていきます。 

 見直し方法・方策については、地域特性に応じた検討が必要ですが、一般的には、以下の

ようなプロセスで見直しすることが重要です。 

■見直しの進め方 
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判判定定 

((５５))  運運行行改改善善方方策策のの実実行行・・評評価価（（DDoo  →→  CChheecckk））  

 運行改善方策を実行し、運行改善方策による効果分析を行います。 
（利用者数の変化、対象地域住民への利用状況の変化 等） 

((７７))  PPDDCCAA ササイイククルルにによよるる継継続続的的なな運運行行見見直直しし利利用用者者アアンンケケーートト調調査査 

((５５))  運運行行改改善善方方策策のの見見直直しし（（AAccttiioonn））  

 運行改善方策の実行結果・評価を受けて、課題や新たな改

善方策等の検討を見直します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  以以降降でではは、、市市町町村村生生活活交交通通ののううちち、、区区域域運運行行型型ののデデママンンドド交交通通のの見見直直しし方方法法ににつついいてて説説明明ししてて

いいききまますす。。市市町町村村生生活活交交通通ののううちち、、ココミミュュニニテティィババススななどどのの路路線線型型のの輸輸送送形形態態ににおおけけるる見見直直ししのの

進進めめ方方ににつついいててはは、、「「６６－－３３  民民間間ババスス路路線線のの見見直直ししのの進進めめ方方」」のの手手順順をを参参照照下下ささいい。。  

  

  

((１１))  利利用用実実態態調調査査のの実実施施  

  利用実態調査は、生活交通の利用状況を把握する最も基本的な調査です。デマンド交通の

予約状況などから、利用者の分布状況（出発地・目的地）や年齢、利用目的を明確化し、

対象地域における利用特性を把握します。 
※ 調査票の作成方法については、３章を参照下さい。 

  
((２２))  地地域域のの移移動動実実態態のの把把握握 

  沿線地域の移動実態については、国勢調査や買い物実態調査等の既往調査の他、沿線住民

アンケート等により把握を行います。 
  アンケート調査では、目的地（どこに行くか）や移動目的（通勤・通学、買い物、通院等）

とともに、移動頻度（週に何回行くか）など確認することが必要です。 
  

（（PPllaann））  
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((３３))  対対象象地地域域のの現現況況特特性性・・課課題題のの分分析析 

  実態調査で得られた利用者の分布状況や利用実態（便別・時間別の利用者数等）から、利

用特性と輸送形態との整合性の確認を行います。 
  調査結果については、グラフ化することやＧＩＳ等を用いた整理を行うことで、利用の偏

在等に関して視覚的に表現すること（見える化）が重要です。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  地域の人口分布や通勤通学流動から、路線型運行の運行が効率的と考えられる移動需要の

集積する人口密度の高い地域などを分析します。また、移動特性として、通勤や通学利用

が多いと考えられる地域など、定時性の確保が必要な地域などの特性を分析します。 
  一方で、区域運行型のデマンド交通の適用が効率的と想定される人口密度が低く集落が点

在しているような地域を整理し、沿線住民アンケート結果等を含めて、利用者数確保の可

能性を把握します。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 検討対象地域における人口分布と従業者人口 

図 時間帯別の利用者数 図 区域運行型のデマンド交通の 
利用者分布 
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((４４))  運運行行改改善善方方策策のの検検討討（（区区域域運運行行型型デデママンンドド交交通通））  （（PPllaann）） 

  （１）～（３）を踏まえて、運行改善方策の検討を行います。 
  利用者の分布状況や利用特性を踏まえ、運行範囲の見直し、路線バスとの競合解消、地区

分割、減便等による運行効率向上の可能性を検討します。 
  利用者に対してアンケート調査を実施している場合には、移動目的や時間制約等を踏まえ、

運行範囲や時間帯変更の可能性を検討します。 
  国庫補助制度との適用条件等などの補助制度の活用可能性等も踏まえ、運行改善方策の検

討を行います。 
  また、利用促進にむけて行うべき利用促進方策の検討を行います。 

運行範囲の拡大や時間帯の見直しによるサービス向上施策を検討するとともに、デマンド

交通の予約方法や乗り方についての周知などの広報活動が考えられます。 
  運行改善方策がまとまったら、実施時期（期間）や目標を設定し、取組を評価するための

手法や指標を合わせて整理します。 
 

((５５))  運運行行改改善善方方策策のの実実行行・・評評価価  （（DDoo  →→  CChheecckk）） 

  運行改善方策を実施した場合には、実施した結果について、評価を行い、次の見直しにつ

なげることが必要です。 
  運行改善方策の評価については、利用者数の増減等の日常の運行の中で把握可能な指標も

あれば、利用者の満足度や沿線住民の意識等など、調査費用のかかる項目等もあります。 
これらは、次の展開を検討する上で必要なデータとなりますので、目的に即して、必ず評

価を行うことが重要です。 
  なお、沿線住民の意識変化などについては、効果が現れるまでに時間がかかることもある

ため、短期的な評価だけではなく、適切な期間をおいて評価することも重要です。 

※評価項目については、５章に記載しているチェックリスト等も参照ください。 
 

((６６))  運運行行改改善善方方策策のの見見直直しし  （（AAccttiioonn）） 

  運行改善方策の評価結果に基づいて、運行改善方策の見直しを行います。 
  見直しにあたっては、大きな取組ばかりではなく、小さい取組を継続的に行うことといっ

た工夫も重要です。 
 

((７７))  ＰＰＤＤＣＣＡＡササイイククルルにによよるる継継続続的的なな運運行行見見直直しし   

  運行改善方策の実施により、当面、導入した方策を継続する場合においても、定期的な評

価を行いながら、新たな課題が生じていないか確認し、継続的な運行見直しにつなげてい

くことが重要です。 
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【【参参考考】】市市町町村村生生活活交交通通ににおおけけるる交交通通機機関関選選択択のの試試案案  

市町村生活交通の検討にあたり、路線バス、デマンド交通、タクシーの中から交通手段を選定

する際の一つの目安として、以下のような検討方法が考えられます。 

 
①①導導入入すするるササーービビススのの設設定定 

導入するサービスの一つの例として、地域の大きさを仮定し、以下のように設定します。 

ここでは、路線バスで、系統延長 15ｋｍの路線を検討するものとします。 

 
  サービスレベル 備考 

１ 路線バス ５往復 系統キロ 15km（バス１台で運行できる範囲を想定） 

２  10 往復 〃 

３ デマンドバス 10 回 専用車両３台による運行を想定 

４  10 回 ２人/便の利用を想定して、２0 人／日毎に増車を想定 

５ タクシー  １人/台で運行を想定 

※デマンドバスの２人/便利用の想定は、県内の１便あたり乗車人員から設定 

 
②②導導入入すするるササーービビススにに対対すするる運運行行経経費費のの設設定定  

次に設定したサービスにかかる運行経費を設定します。 

ここでは、路線バスの経費は、H23 北関東ブロック単価による距離単価、デマンドバスについ

ては、１日の車両借上費用として見込みます。 

 
  １日の運行経費 備考 

１ 路線バス 42,252 円 15km＊２＊５往復＊281.68 円/km 

２  84,504 円 15km＊２＊10 往復＊281.68 円/km 

３ デマンドバス 75,000 円 25,000 円／台＊３台 

４  25,000 円／台 ２0 人／日毎に増車を想定 

５ タクシー － タクシー料金で比較するため計上しない。 

 
③③運運賃賃収収入入のの設設定定  

次に利用者１人あたりの運賃収入を想定します。 

ここでは、路線バスは１人が平均して系統距離 15km の半分（7.5km）を利用すると仮定します。

これにあわせて、タクシーの利用料金を設定し、デマンドバスについては、県内事例から１人回

あたりの固定料金として設定します。 

 
  １人あたり収入 備考 

１ 路線バス 410 円 １人あたり 7.5km 程度利用する想定で、県内事例で設定 

２ デマンドバス 300 円 県内事例より１人回あたりの固定料金として設定 

３ タクシー 2,510 円 タクシー料金で 7.5km 利用した場合の料金（迎車料金を除く） 

※タクシー料金：710 円（初乗り）＋90 円／289ｍ 
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④④11 日日ああたたりりのの利利用用者者数数かかららみみたた最最適適交交通通手手段段のの設設定定  

上記までの設定をもとに、１日の利用者数あたりの公費負担額を整理すると、次のような図が

描け、各利用人数で最も低いラインとなっている輸送機関が最適な輸送機関と考えられます。 

（タクシーについては、１人あたりのタクシー運賃のため、全額助成した場合の公費負担額と考 

えられます。） 

これをみると、１日の利用者数が、60 人を超えるような地域では、路線バスが最適であり、20

人から 60 人の間では、サービスレベルを調整（運行本数を５往復に調整）した路線バスがデマン

ドバスよりも優位となっていることがわかります。 

また、１日の利用者数が 10 人未満となるような地域では、タクシーの利用も考えられるといっ

た考え方ができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 路線バスとデマンド交通、タクシーの利用者数からみた分担関係 

 

 

なお、ここで例示した交通機関の相対関係については、設定条件によって、大幅に異なります。 

そのため、ここに記載している数字はあくまで例示であり、実際の検討にあたっては、対象地

域の地域特性に応じた前提条件の設定を行うとともに、本誌案を参考として、目安となる数字を

試算してみることで、地域特性に応じた交通機関を選定していくことが重要です。 
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